
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

・島根県遺跡マップの公開にあたり台帳整理のための人員を確保するなどし、公開作業に取り組んだ
が、更新については、市町村でも情報の編集が可能であるにもかかわらず、運用がされておらず、情報
提供をうけた県が更新する状態となっている。

・島根県遺跡マップの市町村も含めた適切な運用に向けた仕組みづくり

％

11,340

0.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

③改善策を検討中事　業　費（b）（千円） 25,617 61,005

単位

0.00

・埋蔵文化財を保護するため、埋蔵文化財の予備調査（分布・試掘調査）を実施し、県民及び開発事業者に対して、結果を周知する。
・重要な埋蔵文化財を保護ため、事業者や調査を実施した市町村教委に対し、開発区域内の遺跡の保存方法等の取り扱いについて協議を行う。
・適切な埋蔵文化財調査を実施できるようにするため、埋蔵文化財発掘調査を実施する市町村教委に対し、専門職員等による技術的指導を実施する。
・埋蔵文化財の保護に必要な措置を図るため、一定面積以上の土地を開発しようとするものに対して、文化財保護法に基づく審査を行う。

・埋蔵文化財包蔵地の取り扱いは、周知され定着しており、事前協議が適切に行われないまま工事着手される事例は近年では見られない。
・県及び市町村教委が分布調査・試掘調査を実施した。
・島根県では、島根県統合型ＧＩＳにおいて、島根県遺跡マップの公開を行っており、埋蔵文化財包蔵地の周知に努めている。

うち一般財源（千円） 12,809 30,503

２６年度実績 ２７年度計画

26年度 27年度
指標名 計画段階での協議を経ずに着工する開発事業の数

年度 23年度

0.00

目標値

・県及び市町村教委が分布調査や試掘調査を実施したこ
とにより、周知の埋蔵文化財包蔵地の把握が進み、埋蔵
文化財の保護に有効であった。

・県及び市町村教育委員会が実施した分布調査・試掘調査・本発掘調査に基づき、島根県遺跡マップを
公開しているが、遺跡マップの情報の更新のやり方に課題がある。

目
的

（１）対象 県民（開発事業者等）

（２）意図 開発にあたり貴重な文化財が破壊あるいは消失しないよう、計画段階で必要な協議を行い、適切な調整がとられるようにする。

事務事業の名称 埋蔵文化財保護事務

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 文化財課長　丹羽野　裕

施策Ⅲ－４－４　文化財の保存・継承と活
用

電話番号 0852-22-6468

24年度 25年度

0.00 0.000.00 0.00

協議なしで着工する開発事業の数
実績値

達成率

0.00

％

件

県内における周知の埋蔵文化財包蔵地の数
実績値

23年度 24年度
指標名

11,185

県内における周知の埋蔵文化財包蔵地の数
年度

目標値

式・
定義 達成率

11,233

11,310

100.00 100.10

11,380

25年度

11,270

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

・適切な埋蔵文化財の保護行政を行うため、市町村と県との情報共有は不可欠であり、その基礎作業となる埋蔵文化財包蔵地の把握と情報の追加・更新は今後も継続
して共同して進める必要があることから、県及び市町村への適切な人員の配置、取扱研修の実施など体制の整備と相互連携を図る。

事
業
概
要

0.000.00

99.80

26年度 27年度

式・
定義

11,230

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

件数

単位

11,276


